
富山県の給与・定員管理等について 

 
１ 総括 

 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本 

台帳人口 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

（参考） 

25年度の 

人件費率 

 

26年度 

    人   千円   千円  千円 ％ ％ 

1,085,710 520,587,304 1,261,254 135,813,623 26.1 25.5 

注１ 普通会計とは、企業局・中央病院等を除く県事業全般を行うための会計をいいます。 

注２ 人件費には、一般職員、小・中・高・大学の教員、警察官に支給される給与・退職手当・共済

費及び知事・議員等の特別職に支給される給料・報酬等を含みます。 

  注３ 住民基本台帳人口は、平成 27年１月１日現在での人口です。 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 
職員数 

Ａ 

給   与   費  

 

 

一人当り 

給与費 

（Ｂ/Ａ） 

都道府県平均 

一人当たり 

給与費 
給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計Ｂ 

 人 千円 千円 千円 千円  千円 千円 

26年度 14,320 65,117,736 11,209,635 23,788,734 100,116,105  6,991 7,123 

注１ 職員手当には退職手当を含みません。 

注２ 職員数は、平成 26年４月１日現在の人数です。 

注３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費を含み、職員

数には当該職員を含みません。 

 

 (3)ラスパイレス指数の状況 
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注１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100とした場合の地方公務員の給与水準を示

す指数をいいます。 

注２ 平成 24年及び平成 25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給

与減額措置がないとした場合の値です。
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(4)給与改定の状況 

①月例給 

 

区 分 

 

人事委員会の勧告  

給与改定

率 

 

 

 

(参考) 

国の改定率 

 

民間給与 

Ａ 

公務員給与

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

27年度 

 

377,360円 

 

375,981円 

 

1,379円 

（0.37%） 

0.37% 0.37%  

 

0.36% 

 

注 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比

較した平均給与月額です。 

 

②特別給（期末・勤勉手当） 

 

区 分 

 

人事委員会の勧告  

年間支給月数     E 

 

 

 

 

(参考) 

国の年間 

支給月数 

民間の支給 

割合    

Ａ 

公務員の 

支給月数  

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

27年度 4.22月 4.10月 0.12月 0.10月 4.20月  4.20月 

注 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」

は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。 

 

(5)給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

①給料表の見直し 

 (給料表の改定時期)   平成 27年４月１日 

  

 (内容) 

 一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。１級(全

号給)及び２級の初任給に係る号給については引き下げず、３級以上の高位号給につ

いては最大で４％引き下げを行う。激変緩和措置のため、３年間(平成 30 年３月 31

日まで)の経過措置(現給保障)を実施。 

 他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 
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②地域手当の見直し 

支給地域 
平成 26年度 

の支給割合 

平成 27年度の支給割合 平成 28年度 

４月１日時点 遡及改定後 の支給割合 

特別区 

（１級地） 
１６％ １７％ １７．５％ ２０％ 

 国基準 １８％ １８％ １８．５％ ２０％ 

大阪区 

（２級地） 
１３％ １４％ １４．５％ １６％ 

 国基準 １５％ １５％ １５．５％ １６％ 

名古屋市 

（３級地） 
１０％ １２％ １３％ １５％ 

 国基準 １２％ １３％ １４％ １５％ 

富山市 

（７級地） 
１％ ２％ ２％ ３％ 

 国基準 ３％ ３％ ３％ ３％ 

    ※（ ）内は国基準による支給割合 

 

③その他の見直し内容 

 管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。 

 (平成 27年４月１日実施) 
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 (6) 特記事項 

  ・特別職及び一般職の給与の減額措置の状況 

 
 H17.4.1～ 

H20.3.31 

H20.4.1～ 

H23.3.31 

H23.4.1～ 

H25.6.30 

H25.7.1～ 

H26.3.31 

H26.4.1～ 

H27.3.31 

H27.4.1～ 

H28.3.31 
H28.4.1～ 

特
別
職 

知事 △10％ △18％※ △18％※ △20％※ △17％※ △16％※   △14％ 

副知事等 △7％ △13％※ △13％※ △15％※ △12％※ △11％※   △9％ 

一
般
職 

部長級 

△5％ 

富山市勤務者等 

 △7％※ 

上記以外の者 

 △4％ 

富山市勤務者等 

 △6％※ 

上記以外の者  

△3％ 

富山市勤務者等 

△13.77％※ 

上記以外の者 

△10.77％ 

富山市勤務者等 

△5％※ 

上記以外の者  

△3％ 

富山市勤務者等 

△4％※ 

上記以外の者  

△3％ 

  △2% 

次長級～ 

課長級 

富山市勤務者等 

 △6％※ 

 上記以外の者

△3％ 

富山市勤務者等 

 △5％※ 

上記以外の者 

 △2％ 

富山市勤務者等 

△4％※ 

上記以外の者 

△2％ 

富山市勤務者等 

△3％※ 

上記以外の者 

△2％ 

  △1% 

課長補佐級

～主任 

△3％ 

富山市勤務者等 

 △4％※ 

上記以外の者 

 △1％ 

富山市勤務者等 

 △3％※ 

上記以外の者 

 ― 

富山市勤務者等 

△10.77％※ 

上記以外の者 

△7.77％ 

富山市勤務者等 

△2％※ 

上記以外の者 

 ― 

富山市勤務者等 

△1％※ 

上記以外の者 

― 

    － 

一般職員 

富山市勤務者等 

△7.77％※ 

上記以外の者 

△4.77％ 

※地域手当の凍結分(平成 20～25年度は△3％、平成 26年度は△2％、平成 27年度は△1％)を含みます。 
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U２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

 (1) 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成 27年４月１日現在） 

 

  ①一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

富山県 44歳４月 340,000円 419,300円 367,359円 

国 43歳６月 334,283円 － 408,996円 

都道府県平均 43歳４月 333,258円 419,584円 374,044円 

 
②技能労務職 

 

区 分 

公務員 民間 参考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国比較ベース） 

対応する民間の 

類似職種 
平均年齢 

平均給料月額 

(B) 
A/B 

富山県 55歳９月 ７０人 340,400円 380,000円 354,780円 ― ― ― ― 

 うち運転手 55歳２月 32人 352,300円 403,000円 370,177円 
自家用自動車 

運転者（男） 
55歳 4月 219,500円 1.84 

 うち用務員 55歳９月 ９人 357,400円 381,400円 373,323円 用務員 54歳 7月 200,300円 1.90 

 うち学校給食員 60歳２月 ２人 220,900円 228,900円 224,642円 
調理師 

(男女) 
42歳 5月 228,500円 1.00 

国 50歳２月 2,994人 289,141円 ― 328,318円 ― ― ― ― 

都道府県平均 51歳７月 260人 330,741円 386,250円 363,809円 ― ― ― ― 

 

区分 参考 

年収ベース（試算値）の比較 

 公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ/Ｄ 

富山県 ― ― ― 

 うち運転手 6,323,400円 3,495,400円 1.81 

 うち用務員 6,101,600円 2,774,400円 2.20 

 うち学校給食員 4,278,800円 3,114,900円 1.37 

 

注１ うち○○○とあるのは、本県の技能労務職員のうち、職員数が多い順に３つの職種を選んで記載して

あるものです。 

注２ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成 24～

26年の３ヶ年平均） 

注３ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に

一致しているものではありません。 

注４ 年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12倍したものに、

公務員においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。 
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③高等（特殊・専修・各種）学校教育職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

富山県 45歳 11月 393,600円 439,800円 

都道府県平均 44歳 10月 381,390円 443,257円 

 

 

④小・中学校（幼稚園）教育職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

富山県 43歳 11月 370,400円 404,200円 

都道府県平均 43歳４月 336,907円 422,193円 

 

 

⑤警察職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額

（国比較ベース） 

富山県 39歳３月 320,100円 421,600円 342,530円 

国 41歳２月 317,165円 － 369,393円 

都道府県平均 38歳７月 321,121円 458,794円 366,870円 

 

注１ 「平均給料月額」とは、各年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

注２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な

どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも

のです。 

   また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当

等を除いたもの）で算出しています。 

 

(2) 職員の初任給の状況（平成 27年４月１日現在） 

区   分 富 山 県 国 

一 般 

行 政 職 

大学卒 183,300円 176,700円 

高校卒 149,000円 144,600円 

技  能 

労 務 職 

高校卒 142,000円 ― 

中学卒 134,000円 ― 

高等学校 

教 育 職 

大学卒 204,700円 ― 

短大卒 179,600円 ― 

小・中学校 

教 育 職 

大学卒 204,700円 ― 

短大卒 182,300円 ― 

警 察 職 
大学卒 209,700円 205,200円 

高校卒 173,600円 166,700円 
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 27年４月１日現在） 

 

   経験年数 

区分 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 

30年以上 

35年未満 

一 般 

行 政 職 

大学卒 284,300円 336,400円 370,500円 395,800円 413,200円 

高校卒 219,400円 253,400円 325,600円 351,500円 379,100円 

技  能 

労 務 職 

高校卒 該当者無し 該当者無し 312,400円 323,500円 358,600円 

中学卒 該当者無し 該当者無し 該当者無し 該当無し 338,400円 

高等学校 

教 育 職 

大学卒 329,400円 376,600円 411,500円 430,100円 441,300円 

短大卒 277,000円 316,900円 344,200円 372,700円 426,000円 

小・中学校 

教 育 職 

大学卒 332,600円 373,700円 404,400円 420,100円 431,600円 

短大卒 310,000円 337,800円 386,300円 407,400円 422,200円 

警 察 職 
大学卒 306,500円 354,300円 385,500円 406,200円 417,700円 

高校卒 266,500円 314,800円 364,100円 391,300円 408,600円 

注 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数を 

いうものです。 
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U３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成 27年４月１日現在） 

区分 
標準的な 

職務内容 

職員数 

(人) 

構成比 

(%) 

１号給の 

給与月額 

最高号給の 

給料月額 

参 考 

１年前の構成比 ５年前の構成比 

１級 主事、技師 293 8.8 140,100円 246,100円 8.1 4.9 

２級 主事、技師 258 7.8 190,200円 303,000円 6.9 5.5 

３級 係長、主任 510 15.4 226,400円 348,800円 16.8 21.7 

４級 係長、主任 968 29.2 259,900円 379,800円 29.1 29.4 

５級 
本庁の課長補佐、 

大規模出先機関の課長 
858 25.9 286,200円 391,800円 26.0 25.6 

６級 
本庁の課長、 

出先機関の長 
361 10.9 317,000円 409,000円 11.1 11.1 

７級 
本庁の室長、 

大規模出先機関の長 
23 0.7 361,300円 443,700円 0.7 0.6 

８級 本庁の次長 21 0.6 406,900円 467,400円 0.7 0.7 

９級 本庁の部長 21 0.6 457,200円 526,300円 0.5 0.5 

10級 本庁の部長 0 0 520,500円 558,300円 0 0 

注１ 富山県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

注２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況 

１．勤務成績の評定の実施状況 

  平成 18 年 10 月から、全職員を対象とした目標管理手法による業績評価制度

を実施している。 

  また、地方公務員法第 40 条に基づき、毎年７月 31 日を評定日として課長補

佐級以下の職員に対して勤務成績の評定を実施している。 

２．昇給への勤務成績の反映状況 

  全職員について、昇給日前１年間の勤務成績に基づき、昇給区分を決定。 

  平成 27年１月１日の昇給において、行政職（知事部局）の職員のうち、最高

号給に到達している職員、１月１日付けで採用になったなどの理由により昇給

しない職員又は育児休業等を取得したことにより勤務した日数が少ない職員を

除いた１年間の勤務成績を昇給に反映させることができる職員 2,327 名中、上

位区分に決定された者が 434名（18.7％）、標準区分に決定された者が 1,888名

（81.1％）、下位区分に決定された者が５名（0.2％）であった。 

 

 

 

U４ 職員の手当の状況 

 

(1) 期末手当・勤勉手当 

富 山 県 国 

１人当たり平均支給額（26年度） 

1,474千円 
― 

（26年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.60月分   1.5月分 

 （1.45）月分 （0.7)月分 

（26年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.60月分   1.5月分 

 （1.45）月分 （0.7)月分 

（加算措置の状況） 

職務上の段階による加算措置 

 ５～10％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階による加算措置 

 ５～10％ 

    注 （ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

１．勤務成績の評定の実施状況 

  平成 18年 10月から、全職員を対象とした目標管理手法による業績評価制度

を実施している。 

  また、地方公務員法第 40条に基づき、毎年７月 31日を評定日として課長補

佐級以下の職員に対して勤務成績の評定を実施している。 

２．勤勉手当への勤務実績の反映状況 

  全職員について、業績評価の結果（６月支給分は前年度後期（10～３月）、

12月支給分は当年度前期（４～９月）の結果を用いる）及び勤勉手当支給前６

月間の勤務状況に基づき、成績率（0/100～113.5/100）を決定。 

  平成 27年６月の勤勉手当において、行政職（知事部局）の職員 2,759名中、

上位区分（81/100～113.5/100）に決定された者が 829名（30.0％）、標準区分

（73.5/100～93.5/100）に決定された者が 1,917名（69.5％）、下位区分（0/100

～60/100）に決定された者が 13名（0.5％）であった。 

 ※「○/100～○/100」となっているのは、特定管理職員とその他の職員で成績

率が異なるためである。 

 

 

(2) 退職手当（平成 27年４月１日現在） 

富 山 県 国 

 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

（２％～45％加算 ） 

          

自己都合   勧奨その他 

１人当たり 

平均支給額  471千円   22,554千円 

 

支給率 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20年 20.445  月分 25.55625  月分 

勤続 25年 29.145  月分 34.5825  月分 

勤続 35年 41.325  月分 49.59  月分 

最高限度額 49.59  月分 

（勤続 43年以上） 

49.59  月分 

（勤続 35年以上） 

 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

（２％～45％加算） 

                              

支給率 自己都合 勧奨・
定年 

勤続 20年 20.445  月分 25.55625  月分 

勤続 25年 29.145  月分 34.5825  月分 

勤続 35年 41.325  月分 49.59  月分 

最高限度額 49.59  月分 

（勤続 43年以上） 

49.59  月分 

（勤続 35年以上） 

    注 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成 26年度に退職した職員に支給された平均額です。  
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 (3) 地域手当（平成 27年４月１日現在） 

支給実績（平成 26年度決算） 483,151千円 

支給対象職員１人当たり平均支給額（平成 26年度決算） 61,158円 

支給対象地域（職種） 支給率 【 注１ 】 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都特別区 18％ 【17％】 13人 18％ 

大阪市 15％ 【14％】 1人 15％ 

名古屋市 13％ 【12％】 1人 13％ 

富山市 ３％ 【２％】 7,738人 ３％ 

上記以外の県内市町村 ０％ 【０％】 7,384人 ０％ 

医師 15％ 【14％】 146人 15％ 

総計・平均支給率（注２） 1.68％【1.16％】 15,283人 1.69％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

97.65 

（98.3） 

注１ 平成 27年度は、本来の支給率から 100分の１を減じた割合となっています。 

注２ 国の制度（支給率）の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定し 

た場合の加重平均の支給率です 

注３ 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数で

す。(補正前のラスパイレス指数×(１＋当該団体の地域手当支給率)／(１＋国の指定基準に

基づく地域手当支給率)により算出。) 

 

(4) 特殊勤務手当（平成 27年４月１日現在） 

支給実績（平成 26年度決算） 1,296,710千円 

支給対象職員１人当たり平均支給額（平成 26年度決算） 187,929円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26年度） 

注（ ）内は、一般行政職員に占める手当支給職員の割合 

45.1％  

（10.6％） 

手当の種類（手当数） 27種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

税務手当 経営管理部税務課（庁舎外

で業務に従事する者に限

る。）又は県税事務所に勤務

する職員 

 

県税の賦課、徴収等 日額 740円以内 

指導訓練手当 消防学校、保育専門学院等

に勤務する職員 

 

・消防学校の実技訓練 

・看護師等の養成業務 

業務により日額 450 円

又は月額 11,540円 
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社会福祉業務

手当 

厚生センター、身体障害者

更生相談所等に勤務する職

員 

 

厚生センター等における福祉

業務 

業務により月額 10,500

円以内又は日額 500 円

以内 

社会福祉施設

等業務手当 

 

富山学園等に勤務する職員 

 

社会福祉施設における保護、看

護、指導訓練等 

給料月額の 100分の 16

以内 

病院業務手当 中央病院に勤務する職員 

 

病院業務 月額 17,420 円以内又

は給料月額の 100 分の

8以内 

 

医療業務手当 本庁、高志学園等に勤務す

る医師又は歯科医師である

職員 

 

医療又は公衆衛生業務 業務により月額 80,000

円以内又は勤務１回に

つき 9,000 円以内又は

勤 務 １ 時 間 に つ き

2,100円 

 

夜間看護手当 高志学園、中央病院に勤務

する助産師若しくは看護師

である職員 

 

午後 10 時から午前５時までの

看護等の業務 

勤務１回につき 3,300

円以内、通勤距離によ

り 1,140 円以内の額を

加算 

 

精神保健業務

手当 

 

厚生センター、心の健康セ

ンター等に勤務する職員 

精神障害者の訪問指導、護送等 日額 300円 

野犬捕獲手当 厚生部生活衛生課又は厚生

センターに勤務する職員 

 

野犬の捕獲、殺処分 日額 450円 

有害毒物等取

扱手当 

研究所等に勤務する職員 ・毒劇物を使用した研究 

・病理細菌の試験検査 

・汚水施設等を有する工場等の

立入検査等 

 

日額 300円 

放射線等取扱

手当 

厚生センター、研究所等に

勤務する職員 

放射線を照射する作業 業務により給料月額の

100 分の 8 以内又は日

額 740円以内 

 

感染症等防疫

手当 

 

従事職員 感染症患者の救護作業等 日額 300円 
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と畜検査等手

当 

食肉検査所に勤務すると畜

検査員等 

・獣畜のと殺・解体 

・死亡家畜の解体検査等 

業務により給料月額の

100分の 10以内又は日

額 1,200円以内 

 

麻薬取締手当 麻薬取締員 

 

麻薬取締業務 日額 820円 

職業訓練手当 技術専門学院に勤務する職

員 

 

職業訓練の実習指導 給料月額の 100分の 8 

家畜保健衛生

業務手当 

家畜保健衛生所に勤務する

獣医師である職員 

 

家畜の伝染病防疫、疾病の診断

等 

月額 18,000円 

乗船手当 農林水産部水産漁港課、農

林水産総合技術センター等

に勤務する職員 

 

・漁業取締、水産試験調査 

・渡船の運航 

・ひき船作業 

業務により日額 810 円

以内又は月額 6,600円 

特殊自動車等

運転手当 

土木センター、農林振興セ

ンター等に勤務する職員 

 

 

大型特殊自動車等の運転作業 日額 670円以内 

用地交渉手当 土木センター、農林振興セ

ンター等に勤務する職員 

 

用地の取得等のための交渉の

業務 

日額 1,000円以内 

特殊現場作業

手当 

土木センター、農林振興セ

ンター等に勤務する職員 

 

足場が不安定な箇所等におけ

る土木工事等の調査、測量等 

日額 300円等 

高圧ガス等検

査手当 

計量検定所、土木センター

等に勤務する職員 

 

高圧ガスの製造施設等の立入

検査 

日額 300円 

警察職員業務

手当 

 

地方警察職員 ・山岳遭難者救助作業 

・銃器犯罪捜査作業  等 

日額 2,000円等 

教員特殊業務

手当 

教育職員 ・非常災害時における児童の保

護等 

・週休日の部活動での指導等 

 

日額 16,000円以内 

多学年学級担

当手当 

教育職員 ２以上の学年をもって編成し

た学級の担任 

 

日額 290円 
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教育業務連絡

指導手当 

小学校、中学校等に勤務す

る教諭又は養護教諭 

教務主任、学年主任、生徒指導

主事、進路指導主事等の担当業

務 

 

日額 200円 

教員兼務手当 教育職員 昼間授業本務職員の夜間授業、

夜間授業本務職員の昼間授業 

 

授業１時間 1,070円 

道路補修手当 土木センターに勤務する単

純労務職員 

 

道路補修業務 日額 270円 

 

 

(5) 時間外勤務手当 

 支 給 実 績 職員１人当たり平均支給年額 

平成 26年度決算 3,266,521千円 507千円 

平成 25年度決算 3,280,208千円 502千円 

 

 

(6) その他の手当（平成 27年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績

（26年度決算） 

支給職員１人当

たり平均支給額 

（26年度決算） 

扶養手当 

(1)配偶者    13,000円 

(2)配偶者以外 

①１人につき 6,500円 

②満 16歳年度初めから満 22

歳年度末までの間にある子

１人につき、5,200円を加算 

異 ○国の制度 

(1)同じ 

(2)  

①同じ 

②満 16歳年度初めから満 22

歳年度末までの間にある子

１人につき、5,000円を加算 

千円 

1,467,302 

円 

244,103 

住居手当 

(1)借家等 

①家賃 20,000円以下の場合 

   家賃－9,000円 

②家賃 20,000円を超える場合 

11,000円＋(家賃－20,000円)/２ 

（最高限度額 27,000円） 

(2)自宅 600円 

 

異 ○国の制度 

(1)  

①家賃 23,000円以下の場合 

家賃―12,000円 

②家賃 23,000円を超える場合 

11,000円＋(家賃－23,000円)/２ 

（最高限度額 27,000円） 

(2)なし 

千円 

559,658 

円 

94,777 

通勤手当 

(1)交通機関利用職員 

   6箇月定期券等の価額に

よる一括支給 

全額支給限度額 

異 ○国の制度 

(1)同じ 

 

 

千円 

1,498,271 

円 

111,661 
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1箇月当たり 55,000円 

(2)交通用具使用職員     

距離段階区分に応じ

2,000円～34,890円 

(3)駐車料金 

 駐車料金－3,000円 

(上限 3,000円) 

 

(2)     

距離段階区分に応じ 

2,000円～31,600円 

(3)なし 

初任給 

調整手当 

医学等に関する専門的知識

を必要とし、かつ採用による

欠員の補充が困難な職に採

用された職員に支給 

医師・歯科医師 

 採用後 35 年以内の期間、

採用から１年を経過するご

とにその額を逓減して支給

（最高支給月額 307,000円） 

獣医師 

 採用後 20 年以内の期間、

採用から１年を経過するご

とにその額を逓減して支給

（最高支給月額 35,000円） 

異 獣医師が支給対象となって

いる。 

千円 

432,024 

円 

2,204,205 

単身赴任 

手当 

公署を異にする異動等に伴

い転居しやむを得ない事情

により配偶者等と別居し、単

身で生活することを常況と

する職員に支給 

26,000円＋加算額（※） 

※職員の住宅と配偶者等の

住居との交通距離が 100ｋｍ

以上の場合に 6,000～58,000

円を加算 

同  千円 

71,109 

円 

337,009 

管理職 

手当 

管理又は監督の地位にある

職員に当該職の区分に応じ

て 146,400円以内を支給 

同  千円 

1,158,728 

円 

743,251 

休日勤務 

手当 

休日等において正規の勤務

時間中に勤務した職員に支

給 

１時間当たりの給与額×

1.35×時間数 

異 １時間当たりの給与額の算

定に、特地勤務手当・へき

地手当、月額の特殊勤務手

当、農林漁業普及指導手当

を含める。 

千円 

425,047 

円 

66,011 

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間として午後 10

時から翌日の午前５時までの

間に勤務した職員に支給 

 １時間当たりの給与額×

0.25×時間数 

千円 

226,793 

円 

35,222 

宿日直 

手当 

宿日直勤務を命ぜられた職

員が勤務した場合に支給 

・庁舎・設備の保全等 

同  千円 

491,710 

円 

277,646 
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  6,600円 

・福祉施設等における管理監

督  7,200円 

・医療当直看護師等 6,700円 

        医師   20,000円 

 

管理職員

特別勤務

手当 

(1)管理職手当支給対象職員

が臨時又は緊急の必要等に

より週休日等に勤務した場

合に支給 

６時間以下4,000～12,000円 

６時間超 6,000～18,000円 

(2)管理職手当支給対象職員

が災害への対処等の臨時･緊

急の必要によりやむを得ず

平日深夜に勤務した場合に

2,000～6,000円を支給 

同  千円 

4,045 

円 

367,682 

寒冷地 

手当 

寒冷地に在勤する職員に 11

月から 3月まで支給 

・世帯主である職員 

扶養親族有  月額17,800円 

扶養親族無  月額10,200円 

・その他の職員月額 7,360円 

同  千円 

64,676 

円 

65,066 

特地勤務 

手当 

生活の著しく不便な地に所

在する公署に勤務する職員

に給料及び扶養手当の合計

額に一定割合を乗じて得た

額を支給 

１級地 ４％ ４級地 16％ 

２級地 ８％ ５級地 20％ 

３級地 12％ ６級地 25％ 

同  千円 

14,422 

円 

655,562 

義務教育

等教員 

特別手当 

小中学校、高等学校、特別支

援諸学校に勤務する教育職

員に級号給に応じて 2,000～

8,000円を支給 

 

千円 

571,760 

円 

71,947 

定時制 

通信教育

手当 

定時制・通信制教育に従事す

る教育職員に給料の９％（管

理職手当受給職員は７％）を

支給 

 

千円 

117,264 

円 

505,448 

産業教育 

手当 

実習を伴う農業・水産・工業

に関する科目を主として担

任する教育職員に給料の

９％を支給 

 千円 

124,515 

円 

502,078 

へき地 

手当 

山間地等に所在する学校に

勤務する教育職員に給料及

び扶養手当の合計額に一定

割合を乗じて得た額を支給 

１級地 ８％ ４級地 20％ 

 千円 

35,887 

円 

366,195 
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２級地 12％ ５級地 25％ 

３級地 16％ 準ずる地域４％ 

農林漁業

普及指導

手当 

普及指導員が普及指導業務

に従事したときに、級に応じ

て 8,500～14,500円を支給 

ただし、管理職は支給対象外 

 千円 

22,658 

円 

181,263 
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U５ 特別職の報酬等の状況（平成 27年４月１日現在） 

 

区    分 給料・報酬月額 

給 

料 

知 事 1,105,000円 （1,300,000円） 

副知事   918,000円 （1,020,000円） 

報 

酬 

議 長   910,000円  

副議長   860,000円  

議 員   780,000円  

期

末

手

当 

知 事 （26年度支給割合） 

3.1月分 副知事 

議 長 （26年度支給割合） 

3.1月分 

 

副議長 

議 員 

退
職
手
当 

 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期） 

知 事 130万円×在職月数×0.65 40,560千円 （任期毎） 

副知事 102万円×在職月数×0.45 22,032千円 （任期毎） 

注１ 給料・報酬欄の（  ）内は、減額措置を行う前の金額です。 

注２ 退職手当の１期の手当額は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝ 

48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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U６ 職員数の状況 

 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由      （各年４月１日現在、単位：人） 

部門 区  分 
職 員 数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成 26年 平成 27年 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

総務企画・税務 682 690 8 
スポーツ行政の移管等機構改革に

伴う増 

民生・衛生 811 789 △22 
施設の再編及び指定管理制度導入に向

けた減、再任用短時間への振替 

商工・労働 243 244 1 
観光振興施策の推進への対応によ

る増 

農 林 水 産  807 797 △10 
組織・業務の簡素・効率化に伴う

減 

土 木 744 734 △10 
組織・業務の簡素・効率化に伴う

減、再任用短時間への振替 

小   計  3,287 3,254 △33 (参考:人口 10万人当たり職員数 306人) 

特

別

行

政 

部

門 

教   育 8,907 8,798 △109 
県立大学の独立行政法人化による

教員の減 

警   察  2,244  2,268  24  警察官の定員基準改正に伴う増 

小   計 11,151 11,066 △85 (参考:人口 10万人当たり職員数 1,039人) 

公
営
企
業
等

会
計 

病   院 

 

そ の 他 

   940 

 

   115 

950 

 

114 

10 

 

△1 

ドクターヘリ導入による増 

 

再任用短時間への振替 

小   計  1,055   1,064 9  

合     計 
15,493 

[16,880] 

15,384 

[16,409] 

△109 

［△471］ 

(参考:人口 10万人当たり職員数 1,444人) 

注１ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを 

含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 

注２ [  ]内は、条例定数の合計です。 
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0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20歳

未満

20歳

～

23歳

24歳

～

27歳

28歳

～

31歳

32歳

～

35歳

36歳

～

39歳

40歳

～

43歳

44歳

～

47歳

48歳

～

51歳

52歳

～

55歳

56歳

～

59歳

60歳

以上

H27.4.1構成比 H22.4.1構成比

 

(2) 年齢別職員数の状況と主な増減理由 

 
 

（平成 27年４月１日現在の年齢別職員構成比） 

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

46 627 1,379 1,230 1,146 1,238 1,421 1,651 2,096 2,427 2,006 117 15,384

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

0.3 4.1 9.0 8.0 7.4 8.0 9.2 10.7 13.6 15.8 13.0 0.8 100

区　分 計

職員数

構成比

 

20 

 



 

(3) 職員数の推移 

 

  H16.4.1 

H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 

  

累計 

過去５年 

の増減数 

（率） 

基準 

H26.4.1 H27.4.1 

一般行政部門 

4,159 3,584 3,479 3,423 3,364 3,332 3,287 3,254 － － 

－ △ 119 △ 105 △ 56 △ 59 △ 32 △ 45 △ 33 △ 905 △225 

－ △ 2.9 △ 2.5 △ 1.3 △ 1.4 △ 0.8 △ 1.1 △ 0.8 △21.8 

 

△6.5 

 

特別行政部門 

11,633 11,324 11,213 11,258 11,240 11,180 11,151 11,066 － － 

－ 

－ 

△ 70 △ 111 45 △ 18 △ 60 △ 29 △ 85 △ 567 △147 

△ 0.6 △ 1.0 0.4 △ 0.2 △ 0.5 △ 0.2 △ 0.7 △ 4.9 △1.3 

 
教育部門 

9,429 9,075 8,969 9,015 8,986 8,933 8,907 8,798 － － 

－ 

－ 

△ 70 △106 

 

46 

 

△ 29 

 

△ 53 

 

△26 

 

△109 

 

△631 

 
△171 

 △ 0.7 △1.1 0.5 △ 0.3 △ 0.6 △0.3 △1.2 △6.7 △1.9 

警察部門 

2,204 2,249 2,244 2,243 2,254 2,247 2,244 2,268 － － 

－ 

－ 

0 

 

△ 5 

 

△ 1 

 

11 

 

△ 7 

 

△3 

 

24 

 

64 

 
24 

 0.0 △ 0.2 △ 0.0 0.5 △ 0.3 △0.1 1.1 2.9 1.0 

公営企業等 

1,048 1,042 1,023 1,008 1,032 1,047 1,055 1,064 － － 

－ 19 △ 19 △ 15 24 15 8 9 16 41 

－ 1.8 △ 1.8 △ 1.4 2.3 1.4 0.8 0.9 1.5 4.0 

合 計 

16,840 15,950 15,715 15,689 15,636 15,559 15,493 15,384 

 
－ － 

－ △ 170 △ 235 △ 26 △ 53 △ 77 △ 66 △109 

  

 

△1,456 △331 

－ △ 1.0 △ 1.4 △ 0.2 △ 0.3 △ 0.5 △ 0.4 △ 0.6 △ 8.6 △2.1 

注１ 各項目下欄の上段は対前年度増減数、下段は対前年度増減数の基準数（H16.４.１職員数）に対す

る比率です。 

注２ 累計の下欄の上段は基準数（H16.４.１職員数）に対する増減数、下段は基準数（H16.４.１職員数）

に対する増減率です。 
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